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　中小企業の３代目として生まれた私は、高校生の頃から「将来は自

分が会社を引き継ぐことになるのかな」と漠然と考えていた記憶があ

ります。当時、社長を務めていた父親の仕事に触れる機会が多かった

こともあり、「家業の会社を継ぐこと」に対する疑問はありませんで

した。

　私が入社したのは2002年、創業から50年ほど経った頃です。季節物

の雑貨品を企画・製造し全国の取引先に販売する事業を展開してお

り、当時は売上高約20億円、社員数40名程度という規模でした。東京

の本社を中心に、数カ所の支店を開設し全国に販売するルートを確立

していました。

　今振り返ると、私が入社した頃は経営環境としては非常によい時代

だったと思います。

　競合他社とはうまくすみ分けができており、過剰な競争はありませ

んでしたし、消費自体も好調で安定的に売上を確保できる状況でし

た。ある意味、「商品を作りさえすれば売れる」というような時期だっ

たのです。

　もちろん、そこに至るまでは簡単だったわけではなく、２代目であ

る父親が事業を引き継いでから、さまざまな挑戦や苦労がありまし

た。中でも、商品ラインナップの拡充や全国への販路拡大に成功した

ことが転機になり事業基盤の確立につながりました。

　組織体制としては、ベテランから中堅まで比較的社歴が長い社員が

多く、定着という面でもうまくいっていました。季節ごと商品を取引

先に発送し、販売期間が終わると売れ残った商品が返品されるという

一連の流れの中で、社員はルーティン的に業務を進めていました。

　このように、安定的な環境の中で事業を行っていた時期に入社した
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私は、自らの担当取引先を持ちながら、経理や人事などの管理業務ま

で幅広く経験を積むことになります。事業は安定的に成長し続け、私

自身もできることが徐々に増えていきました。すべてがスムーズに進

み順調な時期だったといえます。

　そんな状況でしたので、「このままやっていけば、３代目として事

業を引き継いで経営していける！」とだんだんと自信を深めていった

のです。

　しかし、この状況が大きく変わる出来事が起こります。「リーマン

ショック」です。

　急激な販売不振に陥り、全国の取引先から商品が山のように返品さ

れることになります。それまで安定的だった経営環境が一変し、資金

繰りも急激に悪化しました。

　さらに、この頃から競合他社の参入が相次ぐようになり、販売競争

が激化していき、今までのやり方のままでは通用しない市場環境に

なっていきました。

　そのような急激に変化する環境で生き残るために、本業の改善に加

え、新しい取り組みを模索し始めます。具体的には、販売・在庫管理

システムの導入や新たな生産拠点の開拓、またWEB販売の立ち上げ

などへの着手です。

　このような事業展開に伴い、組織体制や業務の進め方などが大きく

変わっていきました。

　すると、以前はなかったようなさまざま問題が発生することになっ

たのです。
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中堅社員を抜擢したことで
ベテラン社員とのあつれきが生じる

　本業の改善を進める中で、それまでのアナログで非効率なやり方を

変える必要が出てきました。例えば、在庫管理ソフトを導入し、出荷

ミスの削減や棚卸業務の短縮化などを図って、業務の精度や効率を高

めるという取り組みを実施しました。

　この時に、新たなツールやシステムの導入に抵抗がないという観点

から、中堅社員を管理者として抜擢することを決断します。そのほか、

大手取引先との折衝や商品の企画というような重要業務についても、

中堅社員を中心とする体制に移行していきました。今までのやり方を

抜本的に変えていくためには、世代交代が必要であると判断したから

です。

　一方、それまで業務を担っていたベテラン社員には、配送や商品管

理などの内勤業務を担ってもらうことになりました。これらも重要業

務であることには変わりありませんが、どちらかというと、中堅社員

が主導する業務を後ろからサポートするような立場になっていきまし

た。

　このような取り組みを進めることで、少しずつ業務改善が進み一定

の効果が出てきた点は期待どおりでした。

　一方で、想定していなかった問題が出てきました。それは、ベテラ

ン社員と中堅社員のあつれきです。

　中堅社員が主要業務や新たな取り組みを主導する体制に移行するこ
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とで、負荷が増加することは想定していました。それに対して、ベテ

ラン社員がサポートすることで負荷を減らし、全体としてうまく業務

が進むことを期待していたわけです。

　しかし、中堅社員からすると、もともとベテラン社員の部下だった

ということも影響してか、なかなか業務を依頼しづらいことや、「もっ

とこうしてほしい」ということを伝えにくい状況が頻発してしまいま

した。結果として、中堅社員の業務負担が想定よりも増大することに

なります。

　一方のベテラン社員からみて、中堅社員の仕事の進め方に対して注

意や指摘をしたいような場面があっても、立場的に言いづらいという

ようなことも起こるようになりました。

　このような状況で、両者がお互いに言いたいことを我慢しながら

徐々に不満が溜まっていくことになってしまったのです。

若手社員を採用しても１年以内に
退職してしまうことが続き定着しない

　この頃から積極的に若手社員の採用を開始することになります。こ

れは、中堅社員の業務負担を軽減する目的もありますが、若手社員が

増えることで停滞した空気が変わっていくことも期待していました。

　当時は、人材を募集すれば、必ず複数名の応募がある状況でした。

そのため、毎回数名の候補者を面接した上での採用ができ、採用活動

に困ることはありませんでした。
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　採用後は、一人前になるまで先輩社員とペアを組んで業務を進めて

もらっていました。早期に独り立ちし、どんどん難しい業務を担当し

てほしいというのが経営側としての希望でした。

　しかし実際は、せっかく入社しても半年から１年くらいで辞めてし

まうことが続きます。そして、退職者が出るとすぐに新たな人員を補

充するということを繰り返しました。しかし、結果は同じでした。

　ペアとなる先輩社員を変えてみても効果はなく、結局入っても辞め

てしまうという流れを止めることができず、なかなか人材の定着が進

まなかったのです。

　退職していった若手社員たちに、直接その理由を聞くことはできま

せんでしたが、今振り返ると根本的な問題があったと思います。それ

は、「この会社で働いて、将来こういう風に成長していってほしい」

という方向性が無かったことです。若手社員からすると、将来像が見

えない中で、雑用的な仕事ばかりが続くと感じたことでしょう。そん

な環境では早く見切りをつけられて当然でした。

　教える側としても、せっかく教えてもすぐに辞めてしまうという状

況に嫌気がさし、人材育成に意欲があった社員もだんだんとやる気を

失っていく事態になっていきました。

旧来の考え方を変えることが難しく、
経営者の意図した行動につながらない

　本業の改善として最も重要なことは、それまでの売上高の追求から




